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●住民の孤立を防ぎ、いざという時にお互いに助けあえる関係を築くためには、お互いの状況を理解し、住民同
士が日頃から交流を深めることが求められます。そのためには、例えば認知症や＊難病、＊障害、子育ての悩み
など、その人が抱えている困難に対する理解が進むことが求められています。

●困難を抱えている人自身や家族が、地域住民と日常生活の中で出会ったり、共に活動する機会が少ない現状が
あります。

●様々な情報が、インターネットなど誰でも取りやすい状況にある一方で、種類も量も多いことから、困難さに直
面している人にとって必要な地域情報や福祉保健情報が届くように、その人の状況に応じた情報提供が求め
られています。

①地域住民だけでなく、企業、教育機関などへ認知症や難病、障害、子育ての悩みなどへの理解と
接し方に関する啓発を行い、それぞれができることは何かを考え、支えあえる機会をつくりま
す。
②日頃の生活から災害等の緊急時まで支えあい、助けあうことができるよう、様々な生活の場面
で、困難を抱える人たちも、自ら発信することで、相互の理解を深めます。
③学校や企業、また広く地域住民を対象に困難を抱えている人を理解する機会が得られるよう、ボ
ランティア体験講座等（＊福祉教育）を開催します。

≪具体的な取組≫
◎学校や企業等を対象とした認知症予防講演会や＊認知症サポーター養成講座、高齢者虐待防止についての研
修会の開催（区、地域ケアプラザ）

★障害のある人に対する「災害への備え」や地域とのつながりの必要性についてのお互いの理解を促す（区、区
社協）

★障害当事者自らが障害特性等に関する啓発を地域で行うグループの立ち上げ及び運営支援（区社協）

柱 １ 支援が必要な人が支援につながる仕組みづくり

基本目標 １－①：お互いの理解を進め、必要な人に、必要な情報を届けます

1  誰もが共に生き、お互いを理解しあう環境づくりへの支援

現　状

5年間の取組の方向性

（４）推進の柱について
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食事会のお知らせ

≪具体的な取組≫
★ホームページを活用した障害理解の啓発や障害者福祉サービスなどの情報提供（＊自立支援協議会 ）
◎民生委員・児童委員、こんにちは赤ちゃん訪問員などを通じた子育て中の家庭への情報提供（区）
◎支援が必要な人に、的確かつ迅速に情報が届くよう、地域の相談役である民生委員・児童委員に対して、生活
保護などの支援制度について研修を実施（区）

①必要な情報を身近なところで得られるよう、企業、学校、医療機関、薬局等の協力を得て情報提
供の場を増やします。
②地域で行われている活動の内容や場所等の情報が得にくい人にも届くように、情報提供の手段
や機会を工夫します。

2  身近な地域の情報や福祉保健情報をわかりやすく発信し、誰もが生活に必要な情報
　 を取得できるしくみづくり

１  認知症や難病、障害の特性、子育てに関する悩みなどについて知り、理解が
　 進んでいます。

２  自ら情報を得ることが困難な高齢者や障害者等であっても、情報が遅滞なく、
    確実に伝わるよう、必要な情報を得る機会や仕組みが工夫されています。

将来の目指す姿

4 区計画














